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研究要旨 

Gary Stanley Beckerが，1964年に“Human Capital：A Theoretical and Empirical Analysis, with 
Special Reference to Education (邦訳『人的資本―教育を中心とした理論的・経験的分析』)”を発

表して以来，教育とともに，人的資本の代表的な一形態としての「健康資本(health capital)」に対

する個人の投資行動について，数多くの経済学者による理論的・実証的検証が行われてきた．

なかでも，今日に至るまで，生活習慣病の罹患に代表される健康状態と就労・賃金・所得をはじ

めとする家計の社会的・経済的状況(socioeconomic status：SES)との関係性を検証するための理

論的支柱となっているのが，グロスマン・モデルと呼ばれる理論である(Grossman 1972)．本研究

の目的は，当該モデルを概観することにより，健康と就労との因果性のメカニズムについて理論

的考察を行い，さらに，両者のメカニズムを紐解く因果推論を実施するに当たっての統計学上の

課題についてまとめることである． 
健康と就労との関連性を実証的に検証するに当たって，グロスマン・モデルが示唆する主要な

含意は，各期における個人の健康を，内生的な「選択」の結果として処理する必要があるというこ

とである．したがって，労働供給関数において，健康因子を外生変数として処理してしまうと，現

在の就労状況の健康への潜在的な逆相関が原因となる同時性バイアスによって，健康の効果が

過剰または過小に推定されるかもしれない． 
健康と就労の内生性の問題を回避するために，公衆衛生学や社会疫学を中心とした分野で

は，信頼性，妥当性，正確性に優れた健康指標を構築することに力点が置かれた研究が進めら

れている．他方，経済学分野では，健康指標にかかわらず，むしろ，労働供給関数における内生

性の対処による推定バイアスの識別(縮小バイアスと正当化バイアス)を中心とした研究が蓄積さ

れてきた．グロスマン・モデルが想定するような，加齢に伴う緩やかな健康状態の変容が就労の

意思決定に与える効果を検証するためには，たとえば，厚生労働省による『中高年縦断調査』や

(独)経済産業研究所が一橋大学経済研究所，東京大学経済研究科と共同して実施している『く

らしと健康の調査（Japanese Study of Ageing and Retirement：JSTAR）』等のような，長期的な視野

に立ったパネルデータの構築が必要である．  
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A．研究目的 
 本研究の目的は，生活習慣病の罹患に代表

される健康状態と就労との関連性に着目する

研究の理論的支柱となっているグロスマン・モ

デルを概観し，両者の因果性のメカニズムに

ついて理論的考察を行い，さらに，両者のメカ

ニズムを紐解く因果推論を実施するに当たっ

ての統計学上の課題についてまとめることであ

る． 
 
B．研究方法 

Gary Stanley Beckerが，1964年に“Human 
Capital：A Theoretical and Empirical Analysis, 
with Special Reference to Education (邦訳『人

的資本―教育を中心とした理論的・経験的分

析』)”を発表して以来，教育とともに，人的資

本の代表的な一形態としての「健康資本

(health capital)」に対する個人の投資行動に

ついて，数多くの経済学者による理論的・実証

的検証が行われてきた．なかでも，今日に至る

まで，生活習慣病の罹患に代表される健康状

態と就労・賃金・所得をはじめとする家計の社

会的・経済的状況(socioeconomic status：SES)
との関係性を検証するための理論的支柱とな

っているのが，グロスマン・モデルと呼ばれる理

論である(Grossman 1972)．本研究では，当該

モデルについて解説を加えるとともに，その含

意について，いくつかの先行研究をレビューし

ながら要約を行う． 
 
C．研究結果 
C-1 グロスマン・モデルの含意(同時性バイア

ス) 
人的資本論を理論展開したグロスマン・モ

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
2ここでは，健康と雇用保険ならびに労働市場との

関連性に関する先行研究について包括的なサー

ベイを行った Currie and Madrian (1999)による，

デルでは，個人は，各期の健康ストックに依存

した健康時間を投入した，生涯にわたる異時

点効用関数(𝑈𝑈)を最大化すると仮定されている

2． 
 

max 𝑈𝑈 =
𝑈𝑈(𝐻𝐻0, … ,𝐻𝐻𝑛𝑛,𝑍𝑍0, … ,𝑍𝑍𝑛𝑛,𝑇𝑇0, …𝑇𝑇𝑛𝑛:𝑿𝑿𝟎𝟎, … ,𝑿𝑿𝒏𝒏,
𝜀𝜀10, … , 𝜀𝜀1𝑛𝑛,𝒖𝒖𝟏𝟏)        (1) 
 
式(1)で，𝐻𝐻は健康ストックの量，𝑍𝑍は健康関連

以外の財の消費，𝑇𝑇は余暇時間，𝑿𝑿は時間経

過により変動する各個人の外生的な嗜好ベク

トル，𝜀𝜀1は個人の嗜好に対する何らかの外生

ショック，そして，𝒖𝒖𝟏𝟏は各個人に特有の時間不

変的な嗜好ベクトルを示している．通常とは異

なり，Grossman の異時点効用関数の文脈で

は，人生の長さを示す n は内生変数として扱

われる．なぜならば，個人は，誕生時点におい

て健康ストックの初期賦存量(𝐻𝐻0)を所与として

生まれるが，死亡時点は当該時点における健

康ストックの量に依存して決まると仮定されて

いるからである．すなわち，個人は，健康ストッ

ク量がある一定水準となった場合(𝐻𝐻𝑛𝑛 = 𝐻𝐻𝑚𝑚𝑚𝑚𝑛𝑛)
に死亡する，あるいは，死を「選択」する． 

この異時点効用関数は，各期(たとえば，i
期)における，次のような一連の制約条件下に

おいて，最大化される． 
 
𝐻𝐻𝑚𝑚 = 𝐻𝐻𝑚𝑚(𝐻𝐻𝑚𝑚−1,𝑀𝑀𝑚𝑚,𝑇𝑇𝐻𝐻𝑚𝑚;𝒀𝒀𝒊𝒊, 𝜀𝜀2𝑚𝑚,𝒖𝒖𝟐𝟐) (2) 
 
𝑍𝑍𝑚𝑚 = 𝐼𝐼𝑚𝑚 + 𝑃𝑃𝑚𝑚𝑀𝑀𝑚𝑚 − (𝐴𝐴𝑚𝑚+1 − 𝐴𝐴𝑚𝑚)  (3) 

 
𝐼𝐼𝑚𝑚 = 𝐾𝐾𝑚𝑚 + 𝑤𝑤𝑚𝑚𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚 + 𝑟𝑟𝐴𝐴𝑚𝑚   (4) 
 

単純化された離散型グロスマン・モデルを参考に解

説を行う．連続型モデルについては，Grossman (1
972)の Appendix 参照のこと． 



 

- 46 - 
 

𝑇𝑇𝑚𝑚 + 𝑇𝑇𝐻𝐻𝑚𝑚 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚 + 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚 = 𝛺𝛺�  (5) 
   

𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚 = 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚(𝐻𝐻𝑚𝑚, 𝜀𝜀3𝑚𝑚,𝒖𝒖𝟑𝟑)  (6) 
 
まず式(2)について，i 期における健康ストック

量(𝐻𝐻𝑚𝑚)は，i-1 期における健康ストック量

(𝐻𝐻𝑚𝑚−1)，健康関連の財やサービス(𝑀𝑀)，健康投

資に費やす時間(𝑇𝑇𝐻𝐻)に依存して決まるが，こ

の健康投資(あるいは，健康生産)のプロセス

は，時間経過により変動する各個人の外生的

な生産性ベクトル(𝒀𝒀𝒊𝒊)，個人の生産性に対する

何らかの外生ショック(𝜀𝜀2𝑚𝑚)，各個人に特有の時

間不変的な生産性ベクトル(𝒖𝒖𝟐𝟐)によって，条件

づけられる．また，式(3)は健康関連以外の財

の消費，式(4)は所得制約，式(5)は時間制約

を示しており， 𝐼𝐼は総所得，𝑃𝑃は健康関連の財

やサービスの価格，𝐴𝐴は資産 3，𝐾𝐾は不労所

得，𝑤𝑤は賃金，𝑇𝑇𝑇𝑇は労働時間，𝑟𝑟は利子率，

𝑇𝑇𝑇𝑇は健康を害したことが原因で就労・余暇・健

康投資等の日常的な活動を行うことができな

かった時間損失， 𝛺𝛺�は当該期間ついて人間

に与えられた時間の総計である．また，式(6)
は，i 期における時間損失は，𝜀𝜀3は健康を害す

る要因となった何らかの外生的なショック，𝒖𝒖𝟐𝟐
は当該個人に特有の普遍的な罹患要因ベクト

ルの条件下で，同じく i 期における健康ストッ

クの量(𝐻𝐻𝑚𝑚)に依存して決まることを示している． 
グロスマン・モデルの特徴は，Currie and 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
3誕生時点において健康ストックの初期賦存量(𝐻𝐻0)
と同様に，資産の初期保有量(𝐴𝐴0)は所与である． 
4Grossman(1972)では，i 期における健康ストック量

は，i 期における健康投資(𝐻𝐻𝐼𝐼𝑚𝑚)と，i-1 期の健康スト

ックの量から減耗率(𝛿𝛿𝑚𝑚−1)により損なわれた分を差

し引いたものとを足し上げたものに等しいという形で

より明示的に示されている．すなわち，𝐻𝐻𝑚𝑚 = 𝐻𝐻𝐼𝐼𝑚𝑚 + (
1 − 𝛿𝛿𝑚𝑚−1)𝐻𝐻𝑚𝑚−1．また，Currie and Madrian (1999)
では，減耗率(𝛿𝛿𝑚𝑚−1)は，各個人に特有の時間不変

的な生産性ベクトル(𝒖𝒖𝟐𝟐)の一部として論じられてい

Madrian (1999)によって次のように要約されて

いる．第 1 に，今日における健康ストックの量

が，過去に当該個人が行った健康投資と健康

ストックの減耗率に依存しているという点である

4．第 2 に，式(5)と式(6)から，各期において，

市場もしくは非市場において社会的・経済的

な活動を行うことのできる時間は，各期におけ

る所与の時間から「不健康」による時間損失を

差し引いた，𝛺𝛺� − 𝑇𝑇𝑇𝑇𝑚𝑚と示すことができる．した

がって，当該モデルからは，当該個人の各期

における就労状況が内生的な健康に関わる諸

変数に依存するという，条件付きの労働供給

関数を導出することができる．すなわち，健康

と就労との関連性を実証的に検証するに当た

って，グロスマン・モデルが示唆する主要な含

意は，各期における個人の健康を，内生的な

「選択」の結果として処理する必要があるという

ことである．したがって，労働供給関数におい

て，健康因子を外生変数として処理してしまう

と，現在の就労状況の健康への潜在的な逆相

関が原因となる同時性バイアスによって，健康

の効果が過剰または過小に推定されるかもし

れない． 
 

C-2 健康尺度について(測定誤差と正当化仮

説) 
もし仮に，個人の「健康」を正確に測定する

ことができるのであれば，前節で述べたような

るが，Grossman(1972)では，個人が死亡時点での

健康ストックを「選択」するためには，減耗率が加齢

とともに増加するという仮定をおく必要性が言及さ

れている．Grossman のこの仮定は，加齢に伴う身

体的・精神的・知的機能の劣化を考えれば，むしろ

自然なことであり，また，さらに厳密にいえば，各期

における健康ストックの減耗率は，個人の生産性に

対する何らかの外生ショック(𝜀𝜀2𝑚𝑚)によって影響を受

けることがあるかもしれない． 
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健康の内生性は識別することが可能かもしれ

ない．しかし，実際の実証分析において，個人

の「健康」を厳密に把握することは不可能で，

「健康」をどう測るか，「何」をもって「健康」を示

す尺度とするのか，ということが常に問題とな

る．たとえば，分析の基となるデータが，レセプ

トやカルテといった医療や介護の専門家等第

三者の診断による客観情報ではなく 5，調査

対象者本人(あるいは，要介護者や障がい者

の場合は，代理人としての世帯構成員等)から

自記式か面接法によるアンケートによって情報

を得る自己申告型である場合，回答バイアス

がかかり，それに起因する測定誤差

(measurement error)が生ずる可能性を回避す

ることはできない(Bound, Brown, Mathiowetz 
2001)．ここでは，先行研究において，最も頻

繁に用いられる健康指標である主観的健康観

(self-rated health：SRH)について考察すること

にする． 
SRH に関する標準的な聞き方は，「あなた

現在の健康状態はいかがですか」といった趣

旨の質問に対し，「よい」，「まあよい」，「ふつ

う」，「あまりよくない」，「よくない」という 5 段階

(場合によっては，4 段階)の選択肢を提示する

やり方である．この SRH については，追調査

による将来の死亡率や生活習慣病等の特定

疾病の罹患率等の客観的健康指標と強い相

関を持っていることが数多くの研究によって報

告されている(Adler, Boyce, Chesney et al 
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
5第三者による客観的な診断の場合ですら，欠落変

数が存在する場合や，データの欠損がランダムに

起生していない場合，推定値にバイアスがかかる

可能性があることを指摘しておく．非実験データを

用いる限り，推定の一致性をいかに担保するかが，

実証研究の最大の課題である． 
6野口(2011)は， 2007 年の 6 月 7 日と 7 月 1 日

に，同じ調査客体を対象として実施された，「国民

生活基礎調査」(厚生労働省)と「社会保障実態調

1994；Idler and Kasl 1995； McCallum, 
Shadbolt, Wang 1994；Gerdtham, Johannesson, 
Lundberg et al. 1999，ほか多数)．したがって，

SRH が個人の健康状態を的確に反映してい

る可能性が高い一方で，調査対象者が楽観

的か悲観的かといった内的属性(Bound 1991；
Bound et al. 1999)，さらには，質問内容や提

示された選択肢に対する捉え方(自分の「健

康」を，自覚症状，障がい，診断結果等「何」に

重点を置いて回答するか，健康状態が「ふつ

う」とはどういうことか，等)(Lokshin and 
Ravallion 2008)によって評価が異なり，個人間

で比較可能ではないという指摘もある．また，

調査の実施方法(自記式か聞き取り方式

か)(Tourangeau and Smith 1996；Grootendorst, 
Feeny, and Furlong 1997)や，同じ質問の繰り

返しによる調査目的に対する学習効果が，回

答に影響を与えるとの報告もある(Tversky and 
Kahneman 1998)6．健康指標にこうした観察不

能な測定誤差があれば，就労に対する健康の

効果が過小に推定されてしまう縮小バイアス

(attenuation bias)の恐れがある． 
また，SRH の評価は，調査対象者の性別，

年齢，学歴，所得，職業等外的属性に依存す

ることが知られているが(Crossley and Kennedy 
2002)，不健康を理由に自分が働いていないこ

とを正当化しようとする行動がとられる可能性

が，数多くの研究によって指摘されており，こ

のことは，他の測定誤差からは区別され，正当

査」(国立社会保障・人口問題研究所)との 3 週間

のタイム・ラグを利用して，全く同じ SRH に対する

回答の信頼性を検証した(再テスト法：test-retest st
udy)．結果，質問内容に対する調査対象者の捉え

方，配偶者の有無・世帯人員数・教育・就労状況・

貯蓄・保険の加入状況等の個人の外的属性，そし

て，繰り返しによる学習効果(認知や記憶)が回答に

バイアスをかける可能性あることがわかった． 
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化仮説と呼ばれている(Chirikos and Nestel 
1984; Anderson and Burkhauser, 1985; 
Bazzoli, 1985; Stern 1989; Bound 1991; 
Waidmann et al.1995; Dwyer and Mitchell 
1999; Kreider 1999)．こうした自己正当化の結

果，就労に対する健康の効果は過大に推定さ

れてしまうことになる． 
上記の問題を簡単に定式化して考えてみる

と(Stern 1989; Bound 1991; Cai and Kalb 
2006; Cai, 2010)，まず，個人の健康は次の式

によって示される． 
 
ℎ𝑚𝑚∗∗ = 𝛾𝛾1𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊𝜷𝜷𝒉𝒉 + 𝜀𝜀1,𝑚𝑚  (7) 

 
 労働供給関数において健康は内生変数とし

て処理される必要があることから，式(7)は，i 期
における「真」の健康を示す潜在変数(ℎ𝑡𝑡∗∗)が，

就労の有無を示す潜在変数(𝑙𝑙𝑚𝑚∗)と外生変数ベ

クトル(𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊)によって決まることを示している．𝛾𝛾1
と𝜷𝜷𝒉𝒉は推定されるパラメータであり，𝜀𝜀1,𝑚𝑚は誤差

項である．式(7)において，ℎ𝑡𝑡∗∗は「真」の健康指

標であることから，ここでは，自己正当化バイア

スは起生しない．次に，i 期における労働供給

関数は， 
 
𝑙𝑙𝑚𝑚∗ = 𝛾𝛾2ℎ𝑚𝑚∗∗ + 𝒙𝒙𝒍𝒍,𝒊𝒊𝝋𝝋𝒍𝒍 + 𝜀𝜀2,𝑚𝑚  (8) 
 

と表すことができる．式(8)は，𝑙𝑙𝑚𝑚∗がℎ𝑡𝑡∗∗と外生変

数ベクトル(𝒙𝒙𝒍𝒍,𝒊𝒊)によって決まることを示してい

る．𝛾𝛾2と𝝋𝝋𝒍𝒍は推定されるパラメータであり，𝜀𝜀2,𝑚𝑚は

誤差項である 7．しかしながら，前段で述べた

ように，「真」の健康を観察することは，おおよ

そ不可能であるため，たとえば，SRH のような

観察可能な健康状態を示す次のような式を仮

定する． 
 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
7式(7)と式(8)の外生変数ベクトル，𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊と𝒙𝒙𝒍𝒍,𝒊𝒊の中に

ℎ𝑚𝑚∗ = ℎ𝑚𝑚∗∗ + 𝛼𝛼𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝜀𝜀3,𝑚𝑚        (9) 
 

ここで，ℎ𝑚𝑚∗は i 期における SRH に代表される

観察可能な健康の潜在変数を示す．式(9)は，

ℎ𝑚𝑚∗がℎ𝑚𝑚∗∗と𝑙𝑙𝑚𝑚∗に依存して決まることを示し，したが

って，この式は，正当化仮説の存在を示唆して

いる．仮に，正当化仮説が本当であるならば，

𝛼𝛼は正値をとるはずである．なぜならば，就労

者は健康状態を誇張して回答し，非就労者は

健康状態を控えめに回答するからである． 
Cai(2010)のモデルに要約されているように，

パネルデータによる分析が可能であれば，上

記式における 3 つの誤差項，𝜀𝜀1,𝑚𝑚，𝜀𝜀2,𝑚𝑚，𝜀𝜀3,𝑚𝑚は，

時間によって変動しない構成要素(𝜇𝜇)と時間に

よって変動する構成要素(𝜈𝜈)とに分解される． 
 
𝜀𝜀𝑘𝑘,𝑚𝑚 = 𝜇𝜇𝑘𝑘 + 𝜈𝜈𝑘𝑘,𝑚𝑚 𝑘𝑘 = 1,2,3 (10) 

 
 式(7)を式(9)に代入すると， 
 

ℎ𝑚𝑚∗ = �𝛾𝛾1𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊𝜷𝜷𝒉𝒉 + 𝜀𝜀1,𝑚𝑚� + 𝛼𝛼𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝜀𝜀3,𝑚𝑚 
     

= (𝛾𝛾1 + 𝛼𝛼)𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊𝜷𝜷𝒉𝒉 + ��𝜇𝜇1 + 𝜈𝜈1,𝑚𝑚� +
�𝜇𝜇3 + 𝜈𝜈3,𝑚𝑚��  

= 𝜃𝜃1𝑙𝑙𝑚𝑚∗ + 𝒙𝒙𝒉𝒉,𝒊𝒊𝜷𝜷𝒉𝒉 + 𝜇𝜇ℎ + 𝜈𝜈ℎ,𝑚𝑚  (11) 
 

ℎ𝑚𝑚∗∗が観察不能であるため，実際には，𝛾𝛾1と𝛼𝛼を
別々に観察することはできず，式(11)におい

て，測定誤差による縮小バイアスと正当化バイ

アスという，2 類型の同時性バイアスを識別す

ることはできない．しかし，𝜃𝜃1の符号を検証す

れば，縮小バイアスと正当化バイアスのどちら

の影響が支配的かについて知ることができる．

正当化仮説(つまり，𝛼𝛼 > 0)を所与とすると，

𝜃𝜃1 < 0であるならば，必然的に𝛾𝛾1 < 0となり，

観察不能な測定誤差による縮小バイアスによ

は，共通する変数が存在しうる． 
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る影響が支配的であることが示唆される．他

方，𝜃𝜃1 > 0であるならば，2 つの解釈が成り立

つ．すなわち，𝛾𝛾1 > 0である場合か，または，

 𝛾𝛾1 < 0であるが，正当化バイアスによる影響

が支配的である場合である．いずれにしても，

式(11)の推定において，𝜃𝜃1が統計的に有意に

正値をとることが示されれば，正当化仮説を棄

却することはできない． 
 
D．考察 

健康と就労の内生性の問題を回避するため

に，より客観的な健康指標を使うことが 1 つの

方法とされてきたが，たとえば，ADL(activities 
of daily living)のような指標を使っても測定誤

差の問題が生じうることが指摘されている

(Mathiowetz and Lair 1994)．そうした中，公衆

衛生学や社会疫学を中心とした分野では，信

頼性，妥当性，正確性に優れた健康指標を構

築することに力点が置かれた研究が進められ

ている．たとえば，調査対象者に仮想的な質

問をしたり(Salomon, Tandon, Murray et al. 
2004)，外生的な近隣環境のデータを収集した

り(Pruitt, Jeffe, Yan et al. 2010)， SRH を含む

複数指標を組み合わせた総合指標を作成し

たりすることで(野口 2011)，測定誤差を調整

し，比較可能な標準化尺度を作成しようとする

試みが行われている． 
他方，経済学分野では，健康指標にかかわ

らず，むしろ，労働供給関数における内生性

の対処による推定バイアスの識別(縮小バイア

スと正当化バイアス)を中心とした研究が蓄積

されてきた．内生性に対処する手法として広く

用いられているのが，操作変数法である 8．た

とえば，調査時点から死亡期日までの期間の

長さ(Bound 1991)，両親の健康状態や生存状
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
8もう 1 つ主要な手法として，何らかの外生ショッ

クを自然実験(natural experiment)として活用して

トリートメント効果を推定する手法がある(Limdeb

況(Dwyer and Mitchell 1999)，障がいの程度

や BMI(Campolieti 2002; Benitez-Silva et al. 
2004)等特定の健康指標が，SRH に対する操

作変数として用いられている．しかしながら，正

当化仮説を支持する結果は少数であり

(Parsons, 1982; Anderson and Burkhauser, 
1985)，Stern (1989) ，Au, Crossley, and 
Schellhorn (2005) ，Cai and Kalb (2006)は，

主観的健康に基づく健康効果は，正当化バイ

アスよりも，むしろ，縮小バイアスが支配的であ

ること，さらに，McGarry (2004) は，正当化バ

イアスを回避するための代替的な健康指標の

投入が，かえって，欠落変数によるバイアスの

問題を引き起こしてしまうことを指摘している． 
 
E．結論 

近年の少子高齢化の進行に伴い，将来の

労働力不足の問題が深刻化する中で，健康な

高齢者の労働参加が期待されている．しかし

ながら，実際には，多くの高齢者がさまざまな

理由で労働市場から退出しており，健康要因

はその最も重要な理由の 1 つとなっている．

『高年齢者就労実態調査』（平成 16 年）では，

55 歳以上 69 歳以下の者を対象として高年齢

者の雇用状況が調査されているが，男性で

28.5％，女性で 54.4%が不就労者で，うち男

性では半数が，女性では約 7 割が就労を希

望していない非就労希望者であった．非就労

希望者が仕事をしたいと思わなかった理由とし

て，男性では「本人の健康上の理由」を選択し

た比率が最も高く(39%)，女性では「家事等に

専念したいから」の 34%の次に高くなっている

(約 28%)．このように，健康状態は高齢者の就

労に大きな影響を与えている可能性があり，両

者の関係を実証的に明らかにすることの政策

oom, Llena-Nozal and van der Klaauw 2005: G
oméz and Nicolás 2006)． 
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的な重要性が高まっている． 
日本のデータを用いて，健康と就労との関

連性について実証分析を行っている研究は少

なくない．しかしながら，労働供給関数におけ

る健康の内生性に対処した研究は，大石 
(2000)，Hamaaki and Noguchi (2009)，濱秋・

野口(2010)など，いまだごく少数である． 
大石 (2000)は，『高年齢者就労実態調査』

（厚生労働省）の個票(1996 年)を用いて，賃

金関数と就労関数との同時方程式が推定され

ている．健康指標としては，ふだんの健康状

態，および肉体的な面からみた就労可能性が

用いられている．この論文では，賃金関数と就

労関数を識別するために，「平均的な医療衛

生環境の代理変数」として 1995 年の都道府

県別の男性平均余命とその 2 乗項を用いてい

るが，健康に与える影響は有意ではなく，賃金

関数，就労関数の 2 段階目(構造型)の推定が

安定しておらず，健康にのみ影響を与える変

数の選択が大きな問題となっていた． 
Hamaaki and Noguchi (2009)は，中高齢者

を対象として行った『健康と引退に関するパネ

ル調査』（国立社会保障・人口問題研究所）の

個票（2008-2010 年）を用い，回答者の居住地

域から最寄りの病院までの直線距離，回答者

が属する二次医療圏の診療所の密度，および

回答者の 30 歳時点の Body Mass 
Index(BMI)9の値を操作変数として用い，健康

指標を説明変数として含む就労関数を推定し

た．健康指標としては，健康意識，生活や仕

事への支障の有無，調査時点で罹患している

疾病の数，病気の罹患状況から主成分分析

によって作成された第 1 主成分に基づいて健

康状態を測定したスコア(Disease score)の 4 つ

を用いている．この研究では，操作変数には
                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  
9BMI 指数は，体重(kg)/(身長(m))2で算出できる．

日本肥満学会の基準によれば(2000)，18.5 未満が低

健康指標との相関は見られるものの，弱相関

(weak instrument)の問題を克服できるほどで

はないと結論付けられている． 
濱秋・野口(2010)では，Hamaaki and 

Noguchi (2009)と同じデータを用い，30 歳時

点の BMI の値と，新たに両親の既往歴を操

作変数として，調査時点までの既往症数とわ

が国の死亡理由の上位を占める三大疾病（癌

・悪性新生物，心臓の病気，脳卒中・脳血管

疾患）の罹患歴が，中高齢者の無職確率と労

働時間に与える効果を推定した．結果，男性

については，どの操作変数の値も就労者と無

職者の間で有意に異ならないので，本人の過

去の BMI と両親の既往歴は操作変数として

望ましい性質を持っているように見える．他

方，女性については，過剰識別制約の検定結

果から，操作変数と誤差項が相関していること

が疑われる．これは，女性の方が親の看病や

介護を担当する可能性が高く，親の既往歴と

本人の就労状態が相関していることが原因と

なっているのかもしれない． 
グロスマン・モデルが想定するような，加齢

に伴う緩やかな健康状態の変容が就労の意

思決定に与える効果を検証するためには，より

長期的な視野に立ったパネルデータの構築が

必要である．日本でも，過去十数年にわたり社

会疫学，人口学や経済学を中心とした社会科

学の専門家や厚生労働省によって，こうした試

みが行われてきた．たとえば，東京都老人総

合研究所が実施している『中年期の生活の送

り方に関する調査』，日本大学総合学術センタ

ーによる『健康と生活に関する調査』，厚生労

働省による『中高年縦断調査』，日本福祉大

学健康社会研究センターを中心とした『愛知

老年学的評価研究（Aichi Gerontological 

体重， 18.5 以上 25 未満が普通体重，25 以上 30
未満が肥満(1 度)，30 以上 35 未満が肥満(2 度)，35
以上 40 未満が肥満(3 度)，40 以上が肥満(4 度)． 
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Evaluation Study：AGES）』，（独）経済産業研

究所が一橋大学経済研究所，東京大学経済

研究科と共同して実施している『くらしと健康の

調査（Japanese Study of Ageing and 
Retirement：JSTAR）』などである．今後，こうし

たパネルデータが，幅広く研究者に活用され

ることによって，政策に対して有益なエビデン

スが得られることが期待される． 
 
F．健康危険情報 
特に無し． 
 
G. 研究発表 
1．論文発表 
特に無し． 
 
2．学会発表 
特に無し． 

 
H．知的財産権の出願・登録状況(予定を含

む) 
1．特許取得 
特に無し． 
 
2．実用新案登録 
特に無し． 
 
3．その他 
特に無し． 
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